液石法の手続き概要

(1) 液化石油ガス販売事業登録関係  （法第３条～２６条の３）
　　　　液化石油ガス販売事業登録申請は事前手続きでありますが、以後販売所を新設等各種手続きは全て変更届です。手続きに当たっては、施行令で関係機関に通報する業務があります。
　　　　登録に当たって現地調査は行っていません。（事後規制のため登録後立入検査に行くことになります。）
　　　
  (2) 保安機関認定申請関係  （法第２７条３５条の４）
　　　　液化石油ガス販売事業者は自社の一般消費者の保安業務を自ら行うか、他の保安機関に委託する必要があります。
　　　　認定を受ける事業者のタイプについては、当初、販売事業者が自ら保安業務を実施することが奨励されていたため、７区分の保安業務の認定を受ける事業者が多かったが（２～６の区分の認定を受けていれば自社の消費者であれば全て実施可能；規則第２９条通達関係参照）、別にＬＰガスの容器交換時等供給設備点検のみに特化した配送専門会社、定期供給設備点検や定期消費設備調査を４年に１回専門で行う保安センター、緊急時に消費者宅に駆けつけたり、連絡を受ける保安センター等専門業者も存在します。
　　　　認定は事前手続きである他、認可事項は事前に認可を受けなければなりません。
      　認定に際しては、既に販売事業登録を受け行政庁から立入検査等を受けている事業者に対しては現地調査を行っていませんが、ＬＰガス業界に新規で参入する事業者に対しては申請後認定前に任意１事業所の認定事前調査を行い、書面や保安業務用機器の管理状況について調査を行っています。
(3) 認定液化石油ガス販売事業者の認定申請関係  （法第３５条の６～３５条の１０）
　液石法では、一般消費者宅に双方向性の保安確保機器（集中監視システム等）を積極的に導入して、一致の割合を超える液化石油ガス販売事業者を認定して、「認定販売事業者」としています。販売事業者は、集中監視システムの導入率に応じて、第一号（導入率７０％以上）、第二号（導入率５０％以上）の認定を受けることができ、緊急時対応や点検頻度の緩和などのインセンティブがあります。また、第一号認定事業者は、追加要件を満たすことで、更なる特例が付与されます。
(4) 申請手数料の管理等
    　　上記(1)～(3)の手続きの中には手数料の必要な書面もあり、収入印紙をもって納付します（手数料令参照）。手数料は平成１６年３月３１日に改正されており、書類等の郵送時には注意が必要です。
(5) 監督部、局で行わない手続き
　　　　液化石油ガスの貯蔵施設(３トン以上)、液化石油ガス設備工事、各種免状交付（講習受講証は高圧ガス保安協会他）、特定供給設備の手続きは都道府県で実施しています。都道府県でも消防署、市町村、出先出張所で行っている場合があり、該当する都道府県の本庁又はエルピーガス協会に問い合わせてください。
(6) 関東経済産業局との共管事項について
政令、省令の改正により平成１７年４月から販売事業に関する権限は経済産業局長及び産業保安監督部長に委任されており、権限が共管となり、事務処理も双方で行わなければならなくなりました（「業務主任者等選解任届」等、保安のみに係る事務は監督部のみ施行令第１４条参照）。　

取引の適正化については関東経済産業局長、保安については関東東北産業保安監督部長に権限があるため、事務処理については双方でそれぞれ決裁を行い、連名で施行することとなっています（提出書類も連名宛）。
書類の提出先は規則で産業保安監督部長と定められています。
(7) 登録免許税に伴う課税

登録免許税法（昭和42年6月12日法律第53号）が改正され、平成18年4月1日から①液化石油ガス販売業者の登録、②保安機関の認定、③一般消費者等の増加認可が課税対象となりましたので、関東経済産業局及び関東東北産業保安監督部の所在地を管轄する税務署において納付して、申請手続き時に必要な書類を添付して提出して頂きます。
